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はじめに
　高齢化の進展に伴い、介護を社会全体で支える介
護保険法が 1997 年に制定された。その介護保険法
のサービスの一つとして、認知症対応型共同生活介
護（以下、グループホーム）がある。グループホー
ムは、認知症利用者が 5 人から 9 人の少人数を単位
とした共同住居の形態で、介護福祉職とともに家
事を行いながら、家庭的で落ち着いた雰囲気の中
で生活を送ることにより、認知症の進行を穏やかに
していくことを目指している。2016 年 10 月現在、
13,144 事業所のグループホームが存在し 1）増加の一
途である。
　しかし、グループホームで従事する介護福祉職の
労働環境には人手不足、低賃金、時間外労働、不十
分な休憩時間や休憩場所など多くの課題が指摘され
ている 2）。また、グループホームを利用する認知症
高齢者への対応 3）、少人数体制での介護福祉職間の
軋轢 3）などによる困難感や介護福祉職の職業性ス
トレスが高いといった報告がある 4）。さらに、介護
福祉職の業務は利用者の身体を支えたり、持ち上げ
たり、体をひねったりと筋骨格系に負担の大きい動

作が求められ、腰痛の有訴者が高いことが報告され
ている 5-14）。国も、労働災害防止計画 15）や職場にお
ける腰痛予防の指針 16-17）等、様々な対策を講じて
いるが、腰痛発生率は依然として高い状態が続いて
いる。職場での腰痛の発生には、入浴介助 8）、移乗
動作 10）、排泄介助 9）などの介護作業動作要因、職
業性ストレス 4）など心理社会的要因 11,18）が関与し
ている。少人数の介護福祉職で構成されるグループ
ホームのような小さな職場では、健全な人間関係の
形成が重要な意味を持ち 19）、介護福祉職間の意思統
一や意思決定の組織作りが重要である。近年、組織
内の公正性（組織的公正性）に着目した研究がみら
れる。組織的公正では、組織における意思決定の結
果だけでなく、その結果を生み出すプロセスにも着
目する手続き的公正と上司の部下に対する公正な態
度に着目した対人的公正を中心に報告されている。
組織的公正と健康との関連の報告はあるが、腰痛と
の関連を検討したものは散見される程度である。そ
こで、グループホームで従事する介護福祉職を対象
に、組織的公正と腰痛との関連について明らかにす
ることを目的とした。

認知症対応型共同生活介護の組織的公正と介護福祉職の腰痛との関連

時實亮 *　森脇あき **　谷口敏代 ***

要旨　［目的］認知症対応型共同生活介護（以下、グループホーム）の組織的公正と介護福祉職の腰痛との関
連について明らかにする。［方法］中国地方にあるグループホーム 397 施設に自記式調査票による横断調査を
行った。欠損値のない 523 票を分析対象とした。調査内容は、基本属性、組織的公正尺度日本語版、腰の痛み
の有無を尋ねた。腰痛の有無を従属変数とした単変量ロジスティック回帰分析を行った。［結果］経験年数 3
年以上 5 年未満（オッズ比〔95％信頼区間〕, 1.60〔1.02-2.52〕）、経験年数 5 年以上 10 年未満（1.71〔1.10-2.67〕）、
経験年数 10 年以上（2.00〔1.06-3.78〕）、手続き的公正（0.66〔0.46-0.93〕）、対人的公正（0.68〔0.47-0.97〕）で有
意差がみられた。［考察］経験年数が長いことがリスク要因となり、手続き的公正や対人的公正といった組織
的公正の認識が高いことは腰痛の低下に関連していることが示唆された。グループホームの管理者は、心理社
会的要因にも関心を払い、組織の運営をしていくことが求められる。
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研究方法
１．調査対象と手続き　
　層化二段無作為抽出法を用いた。2015 年 8 月時
点で WAM NET に登録されている中国地方 5 県の
1,075 グループホームから、県別に 400 グループホー
ムを等間隔抽出（鳥取 ;31、島根 ;50、岡山 ;123、広
島 ;125、山口 ;71）し、乱数票を用いて県別に無作
為抽出を行った。抽出された 400 グループホームの
うち、調査協力の得られた 397 グループホームに

（1 施設当たり 5 票、計 1,985 票）、自記式調査票を
配布し、620 票回収した。そのうち、5 票は白紙で
あり、有効回答は 615 票になる。欠損値のない 523
票（26.3％）を分析対象とした。

２．調査期間　
　2015 年 8 月 18 日から 2015 年 9 月 25 日である。

３．調査項目 
　自記式調査票を用いた。基本属性として、性
別、年齢、経験年数、雇用状態（常勤または非常
勤）、交替勤務（あるまたはなし）、婚姻状態（未
婚、既婚、離婚・死別）を尋ねた。組織的公正は、
Moorman20）が作成した組織的公正尺度を Elovainio
ら 21）が改良した組織的公正尺度の修正版の日本語
版（井上訳）22）を使用した。同尺度は、「意思決定
によって影響を受けるすべての関係者が意思決定に
参加している」、「意思決定は正確な情報に基づいて
なされている」などの手続き的公正 7 項目と「上司
は私たちの考え方を考慮してくれる」、「上司は意思
決定やその影響について、タイミングよく情報を提
供してくれる」などの対人的公正 6 項目の二つの下
位尺度から構成されている。各項目とも「1 ＝全く
当てはまらない」から「5 ＝非常に当てはまる」の
5 件法で評価し、下位尺度ごとに合計得点を算出し
た。点数が高いほど、公正性が高いことを示してい
る。腰痛については、1 カ月以内に腰の痛みが、「な
かった＝ 0、あった＝ 1」の 1 項目で尋ねた。

４．分析方法
　測定変数は腰痛のある者と腰痛のない者で記述統
計を行い、両者間の平均値については t 検定を行っ
た。また、手続き的公正および対人的公正は、平均
値よりも低いものを低群、平均値よりも高いものを
高群とする 2 つのカテゴリーに分類した。カテゴ

リー変数についてはχ2 検定を行った。腰痛の有無
を従属変数とした単変量ロジスティック回帰分析
を行った。解析には統計解析ソフト IBM SPSS for 
Windows Ver.19.0 を用い、統計学的有意水準は 5%
未満とした。

倫理的配慮
　各グループホームの管理者及び介護福祉職に調査
依頼と調査目的を文書で説明した。調査対象者には
回答は無記名であること、調査目的、統計処理によ
り個人や施設の匿名性が確保されること、調査以外
には使用しないこと、調査成果を公表すること、記
入後返送することで調査協力の承諾に変える旨を文
書で説明した。また、岡山県立大学倫理委員会で承
認を得た（承認番号 465, 2015 年 5 月 18 日）。

結果
１．基本属性 
　調査対象者について表 1 にまとめた。女性が 414
人（79.2%）を占めていた。年齢層は 50 歳以上が
185 人（35.4%）で最も多かった。経験年数は 3 年
未満の者が 213 人（40.7%）で最も多かった。雇用
形態は常勤が 396 人（75.7%）で、交替勤務を 438
人（83.7%）が行っていた。腰痛のある者は、309 人

（59.1%）であった。介護福祉士の有資格者が 441 人
（84.3%）を占めていた。腰痛のある者と腰痛のない
者別に記述統計を行った結果、経験年数において、
平均経験年数ならびに経験年数の層別にも有意差が
みられた。手続き的公正と対人的公正においては、
平均値には有意差が見られなかったが、低群と高群
別では有意差がみられた。

２．腰痛の関連要因
　腰痛の有無を従属変数とした単変量ロジスティッ
ク回帰分析の結果（表 2）、経験年数 3 年以上 5 年未
満（オッズ比〔95％信頼区間〕 1.60〔1.02-2.52〕）、経
験年数 5 年以上 10 年未満（1.71〔1.10-2.67〕）、経験
年数 10 年以上（2.00〔1.06-3.78〕）、手続き公正（0.66

〔0.46-0.93〕）、対人的公正（0.68〔0.47-0.97〕）で有意
差がみられた。つまり、経験年数 3 年未満の者に比
べ 3 年以上 5 年未満者は 1.6 倍、5 年以上 10 年未満
の者は 1.71 倍、10 年以上の者は 2 倍腰痛があると
回答していた。また、手続き的公正や対人的公正の
認識高群は低群の比べ、腰痛がないと回答していた。
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考察
　グループホームで従事する介護福祉職は、介護保
険施設で従事する介護福祉職の男女比よりも女性の
比率が高かった 23）。また、腰痛の有訴者は、309 人

（59.1%）で、介護保険施設で従事する介護福祉職と
同程度であったが、海外の介護福祉職の腰痛者の比
率と比べると高かった 12-13）。オーストラリアでは、
移乗用リフトなどの福祉器具を用いていることや 1
日の労働時間内における移乗介助、おしめ交換、入
浴介助などの回数の違い、職員 1 人当たりの利用者
の数、利用者の ADL の低さなど職場環境の違いに
よるものと考えられる 24-25）。イギリスでは、マニュ
アルリフティング（manual lifting: 人の手で行う移
動）の法規制が行われるなど、腰痛予防、腰痛対策
に国も積極的な動きをみせている 26）。日本において

も、介護現場の職場環境の改善のみでなく、法的規
制などの検討も求められる。
　グループホームで従事する介護福祉職の腰痛に
は、経験年数が長いと腰痛の訴えが高いことが分
かった。経験年数による疲労蓄積と加齢による身体
的低下などが影響していることが推測される。先行
研究では、年齢が関連要因として報告されていた
8,14）。本研究では、年齢では有意差がなく、経験年
数で有意差がみられた。介護福祉職の多くが他職種
からの転職者や中途採用者などから構成され、入職
前に十分な腰痛予防教育がなされていないことが大
きいと考えられる。入職後の早期の段階から腰痛予
防教育や福祉用具の導入を行うことにより 27）、誰に
でも安全に就業できる職場環境づくりを行っていく
ことが求められる。

n=523

n 平均 標準偏差 範囲 % n 平均 標準偏差 範囲 % ｐ

性別 男性 57 18.4 52 24.3
女性 252 81.6 162 75.7

年齢 309 44.1 12.36 19-68 214 42.6 12.89 19-69
19-29歳 54 17.5 39 18.2
30-39歳 61 19.7 54 25.2
40-49歳 78 25.2 52 24.3
50歳以上 116 37.5 69 32.2

経験年数 309 4.7 3.36 0-15 214 3.9 3.18 0-12 **
0-2.9年 109 35.3 104 48.6 *
3.0-4.9年 79 25.6 46 21.5
5.0-9.9年 85 27.5 47 22.0
10年以上 36 11.7 17 7.9

婚姻状態 独身 91 29.4 65 30.4
既婚 170 55.0 106 49.5
離婚・死別 48 15.5 43 20.1

雇用状態 常勤 234 75.7 162 75.7
パート 75 24.3 52 24.3

交替勤務 あり 263 85.1 175 81.8
なし 46 14.9 39 18.2

保有資格 介護福祉士 266 86.1 175 81.8
保育士 16 5.2 10 4.7
社会福祉士 7 2.3 0 20.0
精神保健福祉士 0 0 1 0.3
介護支援専門員 39 12.6 37 17.3
看護師 8 2.6 8 3.7
その他 28 13.1 62 20.1

手続き的公正 309 24.0 5.72 7-35 214 25.0 6.84 7-35
低群 158 51.1 87 40.7 *
高群 151 48.9 127 59.3

対人的公正 214 23.4 6.50 6-30 309 22.4 6.16 6-30
低群 75 35.0 137 44.3 *
高群 139 65.0 172 55.7

  ** p<.01   * p<.05

腰痛あり　n＝309 腰痛なし　n=214
 表 1. 腰痛の有無別の対象者の特性

表１　腰痛の有無別の対象者の特性
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　また、手続き的公正が腰痛を負の方向に関連して
いることが示唆された。つまり、組織内での意思決
定や意思決定に関する情報などの手続き的公正が高
いと腰痛の有訴者が減少することが明らかになっ
た。ホワイトカラー労働者において、手続き的公正
と腰痛が関連するとの報告 28）やくつろいだ雰囲気
で新しい考えを促し支持する組織風土に比べて、空
気が張り詰めていて不公正な職場風土では、骨格系
の症状が有意に高いとの報告もあり 29-30）、小さな組
織だからこそ、情報の伝達が職員全員に公正に伝わ
るようにし、また各職員の意見が反映されやすい組
織風土を構築し、運営していくことが望まれる。
　さらに、対人的公正も腰痛を負の方向に関連して
いることが明らかになった。つまり、職場内での上
司の部下に対する行動、接し方が、腰痛の誘因とな
ることを認識し、職場内のコミュニケーションを図

ることが求められる。松平ら 18）も、上司からのサ
ポート不足が腰痛の関連要因であると我々の調査と
同様の報告をしている。また、向井 8）は、介護福祉
職を対象に、腰痛のある者よりも腰痛のない者の方
が上司からの助言が多いことを報告しており、対人
的公正の影響を考慮していく必要がある。
　グループホームは小規模の職場であるため、管理
者は管理業務だけでなく利用者に対する直接ケアに
も従事しており、介護福祉職との意思疎通が良いこ
となど、人間関係の良い職場環境が求められる。松
平ら 18）は、腰痛の要因として心理社会的要因を指
摘しているが、本調査で示された手続き的公正や対
人的公正も心理社会的要因の一つであり、人間工学
的要因からの腰痛予防対策だけでなく、心理社会的
要因からの腰痛予防対策も講じていくことが求めら
れる。

表２　単変量ロジスティック回帰分析の結果
表 2. 単変量ロジスティック回帰分析の結果 ｎ=523

オッズ比 p

性別 男 1.00
女 1.42

年齢（歳） <29 1.00
<39 0.82
<49 1.08
50≧ 1.21

経験年数（年） 0-2.9 1.00
3.0-4.9 1.60 *

5.0-9.9 1.71 *
10≧ 2.00 *

交替勤務 あり 1.00
なし 1.27

雇用状態 常勤 1.00
非常勤 1.00

婚姻状態 未婚 1.00
既婚 1.15
離婚・死別 0.80

手続き的公正 低群 1.00
高群 0.66 *

対人的公正 低群 1.00
高群 0.68 *

* p<0.05

0.63-1.86

測定変数
95%信頼区間

（下限-上限）

0.93-2.17

0.47-1.42

0.77-1.71
0.47-1.34

0.46-0.93

0.47-0.97

0.73-2.02

1.02-2.52
1.10-2.67
1.06-3.78

0.80-2.03

0.67-1.50
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　本調査は自己記入式の調査票を用いていることに
より、正確さが必ずしも担保されていない。また、
横断調査であり、因果関係の解明には至っていな
い。さらに、一施設、5 名で調査を行っていること
等、調査対象者のバイアスが考えられる。本調査で
は、単変量解析のため、今後は個人要因の BMI、
喫煙習慣、飲酒習慣、運動習慣や心理社会的要因の
他要因との関連などを含めた多変量解析を行い、介
護福祉職の腰痛予防に有益な関連要因を探索してい
くことが求められる。今回の調査対象者はグループ
ホームの介護福祉職が対象であり、今後は介護保険
関連施設の職員も調査し、介護福祉職の腰痛の関連
要因の一般化、精緻化を図っていきたい。

付記
　本調査にご協力いただきましたグループホームで
従事する介護福祉職の皆様に心からお礼申し上げま
す。
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Associations between organizational justice at group homes 
for elderly persons with dementia and low back pain among 
professional caregivers
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Abstract　[Objectives]This study aimed to define relationships between organizational justice and the 
incidence of low back pain (LBP) among professional caregivers employed in group homes for elderly 
persons with dementia in Japan.
 [Methods]We distributed the self-administered questionnaires to professional caregivers working in group 
homes for elderly persons with dementia of the Chugoku district. We received 523 completed responses to 
questions about items such as sex, age, year of work experience, job status, shift work, marriage status, and 
organizational justice. Single logistic regression analysis of these factors included LBP among professional 
caregivers as the dependent variable.
[Results]Among the respondent caregivers, 414 (79.2%) were women and 309 (59.1%) of them had LBP, which 
was significantly associated with 3-5, 5-10, and >10 years of work experience (odds ratio [OR] 1.60, 95% 
confidence interval [CI] 1.02-2.52; OR 1.71, CI 1.10-2.67; OR 2.00, CI 1.06-3.78, respectively), procedural justice 
(OR 0.66, CI 0.46-0.93), and interactional justice (OR 0.68, CI 0.47-0.97).
[Conclusions]LBP among professional caregivers working in 397 group homes for elderly persons with 
dementia in Japan is associated with work experience. However, the psychosocial factors of procedural 
justice and interactional justice reduced the risk of LBP among professional caregivers working in group 
homes. Thus, managers in group homes should consider these psychosocial factors to reduce the risk of LBP 
among professional caregivers.

Keywords：low back pain, group homes for the elderly with dementia, procedural justice, interactional 
justice


